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〇研	
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  1. 本研究の目的と研究対象 

自然エネルギー事業やスマートシティ計画などの環境イノベーションを核とする持続可能な都市形成

の取り組みの成否は、イノベーション技術や革新的都市政策のあり方に依存するが、こうした環境イノベ

ーション政策の社会的受容性にも大きく依存すると考えられる。むしろ、日本のような「豊かな民主主義

社会」においては、環境イノベーション政策の社会的受容性を解明することこそ、持続可能な都市形成に

とっては重要だと考えられる。 
本研究計画「環境イノベーションの社会的受容性と持続可能な都市の形成」は、環境イノベーションの成

否は社会的受容性に依存するとの仮説を設定し、社会的受容性という観点から持続可能な都市形成のあり

方を、今後の日本の地域社会のあり方を規定すると考えられる中小地方都市を対象に研究する。具体的に

は、社会的受容性がどのように作用し、環境イノベーションが都市において効果を示し、持続可能な都市

形成につながるのかを、社会科学と工学との学際的研究組織によって明らかにする。その際、経済・社会・

環境という3つの持続性基準指標と3つの持続可能な社会類型（低炭素社会、循環型社会、自然共生型社会）
をケース選択の基準として設定し、6つの地方都市を選定する。対象都市では、地元の地方自治体や地域
NPOなどとの調査研究に関する協議を行う。表１に選択基準マトリクスと候補都市（暫定）を示した。 

 
表１ 本研究のケース選択基準マトリクスと研究対象都市 

 
 

２. 社会的受容性の重要性と定義 

本研究のキーワードである社会的受容性（social acceptance）は、そもそも1990年代の原子力発電技術を
めぐる研究の中で、技術の合理性と社会における受け入れ可能性をめぐって議論されたものである。その

後、Wüstenhagena et al.（2007）や丸山（2014）などの研究によって、自然エネルギー事業などの環境イノ
ベーション政策の社会的持続性を計測する際のキー概念として社会的受容性論が提起された。 
本研究は、こうした先行研究を踏まえ、環境イノベーションの社会的受容性とは、新たな環境技術や環

境政策が社会に受け入れられる条件や程度を示すものと定義する。社会的受容性は、（１）技術的影響評

価である技術的受容性、（２）社会政治的適応性である制度的受容性、（３）経済性をみる市場的受容性、

（４）地域的適応性をみる地域的受容性、という4つの要素（独立変数）から構成されると考える。 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 本研究は、調査対象都市の地域組織との協議

を踏まえ、社会的受容性を構成する4要素がどの
ように作用しているのかを調査する半構造化イ

ンタビューおよび市民意識アンケート調査を実

施し、6つの中小地方都市の革新的環境政策と社
会的受容性に関する比較研究を行う。こうした

比較研究結果を踏まえ、本研究は、環境イノベ

ーションの社会的受容性メカニズムを解明し、

今後の持続可能な都市政策のあり方に関する提

言を行う。 

	
 	
 	
 	
 図１ 本研究で分析する社会的受容性の 4 要素 
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〇研究計画・方法	
 

	
   

 １.  研究対象とする地方都市の選定 
	
 本研究計画「環境イノベーションの社会的受容性と持続可能な地方都市の形成」は、経済・社会・環境とい

う3つの持続性指標と3つの持続可能な社会類型像（低炭素社会、循環型社会、自然共生型社会）をケース選
択基準として設定し、6つの中小地方都市を本研究の対象として選定し、比較研究を行う。これまでの研究
から、環境イノベーション政策の成功あるいは失敗と考えられている事例都市を、3つの社会類型ごとに1
件ずつ選択する。詳細はすでに表１に示したが、現時点では暫定的に、長野県飯田市、滋賀県草津市、鹿児

島県大崎町、静岡県沼津市、兵庫県豊岡市、北海道斜里町を調査候補としている。	
 

	
 

２．研究計画と方法 

	
 本研究計画は、環境イノベーション政策が、技術的、制度的、市場的、地域的に社会に受容されることに

より、環境的、社会的、経済的な持続性効果を発揮し、持続可能な地方都市（低炭素型、循環型、自然共生

型）の形成につながる具体的な社会的メカニズムを明らかにする。そのため、6つの対象地方都市における
主要なアクターに対する半構造化インタビュー調査や市民意識アンケート調査などを実施し、比較研究を通

して、社会的受容性が具体的にどのように都市の持続性に作用しているのかを調査研究する。 
	
 対象都市においては、調査を始める前に、地元自治体や地域NPOや住民組織などに関するアクター調査を
徹底して実施し、主な関係組織をリストアップし、主要アクターに対して本研究計画の説明を丁寧に行い、

協力・協働関係の構築を行う。こうした地元組織との協働の「場づくり」を通じて、どのような調査内容を、

どのような社会的アクターに対して、どのような方法で行うのが適当なのかといった調査研究の基本的な項

目についても協議する。また、研究成果のまとめ方についても協議し、研究成果が地元の今後の持続可能な

都市形成に活かされるような文理社会協働（trans-disciplinary）アプローチを工夫する。	
 
	
 

（１）第1年次（平成27年度後半〜平成28年度前半） 

	
 前半期は、6件の環境イノベーション事例都市の選択と、3つの持続性指標の設定を通し、表1のマトリク

スを完成させる。後半期は、説明変数となる4つの社会的受容性の指標化（定量・定性）を行ない、具体的
な調査項目に落とし込み、対象アクターの選択とインタビュー調査項目を具体化し、アンケート調査票を作

成する。1年次を通して、学際研究会を6回程度開催し、情報共有に努め、効果的に研究を推進する。 
	
 

（２）第２年次（平成28年度後半〜平成29年度前半） 

	
 前半期では、インタビュー調査とアンケート調査の実施と結果の解析に注力する。必要に応じて、追加イ

ンタビュー調査の実施や対象事例都市の追加や変更を行なう。6つの対象都市についてのミクロレベルでの
調査結果がまとまったら、学会発表や学会誌等への寄稿を通して、研究の中間発表を行なう。その上で、後

半期には、マクロレベルでの環境イノベーションが持続可能な地方都市形成につながるメカニズムを理論化

し、政策提言を行なう。学会報告や論文だけでなく、シンポジウムも独自に開催し、成果を社会還元する。 
	
 

３．研究の実施体制 

	
 本研究は、（1）制度的受容性の分析および社会的持続性指標の調査（松岡・黒川）、（2）技術的受容性

の分析（師岡・勝田）、（3）市場的受容性の分析および経済的持続性指標の調査（田中・松本）、（4）地

域的受容性の分析および環境的持続性指標の調査（鈴木・蟹江）の4つのサブテーマを設ける。	
 
	
 

表２ 研究計画と実施体制 
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〇研究の準備状況	
 

	
 	
 

１. 現在までの研究の準備状況 

	
 昨年度、早稲田大学内部の研究助成「2014年度特定課題研究助成費（助成額 640,000円）」（早稲
田大学研究補助・特定課題B）によって、「多様性アプローチによる地域環境イノベーションに関す
る研究」を約1年間、実施してきた。この研究は多様性と社会関係資本という観点から地域環境イノベ
ーションの社会的波及プロセスを検討することに主眼を置いてきた。 
	
 研究代表者と研究分担者の間では、この1年間、すでに共同研究会を4回行ない、本研究の1年次に予
定している研究の準備は十分な状況にある。また、本研究を実施するために使用する研究施設や設備

なども基本的に整っている。 
	
 さらに、研究分担者である田中は、内閣府・滋賀大学の共同調査「地域活動のメカニズムと活性化

に関する研究（H25-H27年度）」に参画し，地域の多様性の定量化について調査研究を実施中である。
この調査は、本研究計画で対象とする日本の市町村レベルの社会関係資本の定量化を行なったもので、

本研究で、地方都市における地域環境イノベーションが社会的受容性の4要素という視点から、政策が

どのように受け入れられるのかを考察する上で援用できる。	
 

	
 また、文理社会協働（trans-disciplinary）アプローチに関しては、研究代表者らはすでに学際型研究組織
による東日本大震災に関わる震災復興研究を、この4年間、実施してきている。その中で、文理共同によ

る学際研究だけでなく、福島県いわき市の地域NPO組織である「いわきおてんとSUN企業組合」などとの
文理社会協働研究の実践も行ってきた。こうした研究成果は、松岡俊二・いわきおてんとSUN企業組合
（2013）『フクシマから日本の未来を創る』早稲田大学出版部などとして発表しており、今回の研究計画
はこうした文理社会協働研究アプローチの新たな展開を意図している。	
 

	
 文理社会協働アプローチについては、学術研究と行政や市民社会組織の単なる協力関係ではなく、学術

研究の自主性や独立性を堅持しながら、「学」と「政治」・「行政」・「市民社会」との緊張関係の中で、

どのように新たな知識創造に結びつけるのかといった方法論が問わなければならない。本研究計画は、政

策研究という「実学」的知識創造を目的に、研究のフレーム設定だけでなく、革新的政策の社会的受容性

という点に焦点を当てて、新たな政策研究と地域ガバナンス研究の展開を目指す。	
 

	
 

 
２. 昨年度の準備研究と本研究のテーマ 

	
 昨年度の準備研究の実施によって、地域環境イノベーションの普及メカニズムを解明するには、イ

ノベーションの社会的受容性ということに焦点を当てて研究することの重要性が認識されてきた。 
	
 いうまでもなく、新しい技術や政策・制度などが、社会のなかで受け入れられるプロセスには、様々

な条件や要因が関係する。大きな観点からは、地域ガバナンスがどのような構造になっているのかが

重要であるが、環境イノベーションの普及・波及と地域ガバナンスの間にも、様々な要因やプロセス

が存在し、このような「中間項」を形づくるものとして社会的受容性が存在する。 
	
 さらに、環境イノベーション政策の社会的受容ということと、こうした環境イノベーションの効果

として持続可能な地域社会の形成につながるのかどうかについても、議論の余地がある。しかし、従

来のイノベーション普及研究の到達点から、イノベーションの普及とは社会構造や市場構造の変革を

意味するものであり、こうした観点からすると、環境イノベーションが社会的に受容されるというこ

とは、持続可能な地域形成につながると評価してよいと考えられる。 
	
 今回の研究テーマ「環境イノベーションの社会的受容性と持続可能な地方都市の形成」は、Wüstenhagena 
et al.（2007）や丸山（2014）などの社会的受容性研究を、技術論も組み込んだより学際的・総合的なアプ
ローチへ発展させることを意図したものである。社会的受容性論を、技術的、制度的、市場的、地域的要

素という4つの独立変数として把握することで、環境イノベーションの社会的受容プロセスの動態的なモ
デル化（理論化）が可能となると考えられる。 
	
 さらに、こうした社会的受容性研究は、政策や事業に対する社会的信頼の形成と極めて密接に関連

していると考えられる。この点は、科学技術リスクの性格と、リスク規制機関に対する人々の社会的

信頼の形成に関する科学技術社会論やリスク・ガバナンスの議論とも関係するものであり、将来的に

は、環境イノベーションと環境リスクに関するより包括的なガバナンス研究の可能性をも示唆するも

のである。 
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〇研究により期待される成果	
 

	
  	
  
１. 地方都市での環境イノベーションおよび社会イノベーションの理論モデル化と持続可能な社会の構築 

	
 本研究計画「環境イノベーションの社会的受容性と持続可能な都市の形成」は、社会的受容性論をベ

ースとして、環境イノベーションの普及のモデル化を試みる。 
	
 本研究計画により、従来ともすると個別の地域の実践事例の羅列・例示にとどまっていた街づくり、

地域おこし、地域活性化などの取組みを、積み上げ可能な、蓄積可能な知識体系として整理すること

が可能となり、それぞれの実践事例からの教訓を持続可能な社会形成に向けた知識・情報として構造

化し、世界で広く利用することを可能とする。また従来、「ミクロ・マクロ・パラドックス」と言わ

れてきた、個々の地域における持続可能な社会構築への取組みが、社会全体の取組みへと広がらない

という問題について、本研究計画は、社会的受容性という観点から、環境イノベーションの普及性・

波及メカニズムを解明することで、「ミクロ・マクロ・パラドックス」を突破しうる理論モデルを提

案する。 
	
 従来の持続可能な社会論の大きな問題点は、環境的持続性、社会的持続性、経済的持続性といった3
本柱に基づく理論を展開し、さらにこれに付加的に制度的持続性といった政策要因を加えることによ

り4本柱にするといった技術的対応に終始し、こうした4本柱の関係性や何がクリティカルな要因なの
かを明確に出来なかったことである。 
	
 「ミクロ・マクロ・パラドックス」の克服にしろ、4本柱の構造化にしろ、こうした問題点をブレイ
クスルーする「鍵（キー）」は、社会的能力形成と制度革新（組織・政策を含む）であり、こうした

制度革新を可能とする社会イノベーションの理論化である。 
	
 社会イノベーション研究は、グラミン・バンクなどの社会起業や政府と民間のあり方に関するPPP
（Public Private Partnership）などの制度設計まで、実に様々なものが存在するが、大切なことは「新た
なアイディアにもとづく新たな社会組織・社会制度や社会システムを創造することで、社会問題の効

果的・効率的な解決を通じた持続可能な社会の構築に資する」（Cajaiba-Santana, 2013）という点であ
る。本研究は、社会的受容性という観点から、具体的な中小地方都市での環境イノベーションを通じ

た社会イノベーションの理論モデルを提示する事により、従来の持続性理論と社会イノベーション研

究のフロントラインを大きく突破することが可能とする。 
	
 

２. 社会的受容性とイノベーションの理論的解明と政策的展開 

	
 社会関係資本（social capital）が、これからの持続可能な社会形成の大きな「鍵」であることは、多
くの人が認めているところである。しかし、社会関係資本は、それ自体が極めて多くの要素を含み、

定量化が難しく、曖昧性（ambiguity）が大きく、社会関係資本をどのように持続可能な社会の形成に
生かすのかについての具体的な議論は乏しい。	
 

	
 本研究は、社会的受容性に着目することにより、社会関係資本の中でも「信頼（trust）」に基づい
た制度的・技術的、あるいは市場的・地域的な受容性が、どのように環境イノベーションの普及につ

ながるのかを明らかにし、地域社会（中小地方都市）の持続性に関する新たな展開を理論的にも、政

策にも可能にするものである。	
 

	
 

３. 新たな文理社会協働（trans-disciplinary）アプローチのモデル化 

	
 従来の文理社会協働アプローチについては、学術研究と行政や市民社会組織の協力関係の構築による研

究フレームの設定といった側面が強調され、ともすれば単なる地元協議会の設置といった形式的アプロー

チが多かったように考えられる。また、学術研究と政治や行政との協働は、学術研究の自主性や独立性を

侵害する可能性を常に持つものであり、こうした側面にも十分な注意を払わなければならない。	
 

	
 本研究計画は、学術研究の自主性と独立性を堅持しながら、「学」と「政治」・「行政」・「市民社会」

との適度な緊張関係の中で、どのように新たな知識創造に結びつけるのかを考える。具体的には、政策研

究という「実学」的知識創造を目的に設定することにより、単なる研究のフレーム設定に関する協議だけ

でなく、革新的政策の社会的受容性という点に焦点を当てて、政策の社会的受容と地域ガバナンスのあり

方を明らかにすることにより、新たな文理社会協働アプローチのモデル化を試みる。	
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〇研究（全体）の運営スケジュール	
 

	
 	
 	
 	
 	
 
	
 	
 年	
 月	
 	
 	
 	
 	
 実	
 施	
 計	
 画	
 説	
 	
 	
 	
 明	
 	
 	
 	
 欄	
 

	
 	
 	
 
	
 

平成２7年10月 

 

 

 

 

 

 

 

平成２8年4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２8年10月 

 

 

 

 

 

 

 

平成２8年11月 

 

 

 

 

 

平成２9年 4月 

 

 

 

 

 

平成２9年7月	
 

 
環境イノベーションの事例選択 
3つの持続性の指標化 
第1-3回研究会の開催（2ヶ月毎） 
対象都市の地元アクター調査 
 
 
 

 
4つの社会的受容性の指標化（定量
／定性） 
アンケート調査票の作成 
第4-6回研究会の開催（2ヶ月毎） 
地元組織と協議の「場づくり」 
 

 
 
 
 
地元組織との協議 
アンケート調査票の配布 
インタビュー調査準備 
第7回研究会の開催 
 
 
 
 
アンケート調査票の回収 
第8-9回研究会の開催（2ヶ月毎） 
アンケート調査票の分析 
インタビュー調査実施 
 
 

 
アンケート・インタビュー調査の

結果まとめ、第10回研究会の開催 
学会発表や学会誌等への寄稿（中

間報告）、地元への説明会開催 
 
 
環境イノベーションのマクロ的展

開のためのメカニズムの解明・政

策提言、地元組織も含めたシンポ

ジウムの開催（最終報告） 
 

 
3つの持続可能社会類型ごとに、それぞれ2件の環境イノ
ベーション事例の選出を行なう。事例の成功・失敗を測

る指標として、各類型に対する環境的持続性の指標を設

定する。経済的・社会的持続性の指標についても、全事

例共通のものを設定する。対象都市候補地の地方自治

体、地域NPO、住民組織などの地元アクター調査の実施。 
 
 
4つの社会的受容性（制度的受容性、技術的受容性、市
場的受容性、地域的受容性）の指標化を行なう。各受容

性の指標と6つの事例の成否の関係を明らかにできるよ
うなインタビュー調査項目およびアンケート調査項目

を作成する。各グループの情報共有のため、研究会を開

催する。地元組織との調査研究に関する協議の「場づく

り」を行い、研究計画の説明を行う。 
 

 
地元組織と協議を行い、調査内容や方法を検討する。環

境イノベーションの事例が行なわれた6つの地方都市
へ、アンケート調査票を配布する。アンケート調査で網

羅できなかったことを含め、これまでの研究を整理し、

報告書にまとめる。また、関連するアクターに対するイ

ンタビュー調査の準備をする。 
 
 
アンケート調査票を回収し、情報共有のため、第3回研
究会を開催する。設定した指標が、それぞれどういった

数値であったときに、イノベーションの成功あるいは失

敗につながっているか、分析する。インタビュー調査を

実施し、必要に応じて対象都市の追加や変更を行なう。 
 
 
アンケート・インタビュー調査の結果を報告書にまと

め、第10回研究会にて情報共有する。学会発表や学会誌
等への寄稿を通して、研究の中間発表を行なう。また、

地元組織への研究結果の説明会を行う。 
 
 
ミクロな事例に基づくアンケート・インタビュー調査結

果をふまえ、マクロレベルでの環境イノベーションが持

続可能な地方都市につながるメカニズムを理論化し、政

策提言を行なう。地元組織の代表なども含めた学術シン

ポジウムを開催し、研究成果の活用を議論する。 
 

 
	
 
	
 	
 この様式に２年間のスケジュールを記入して下さい	
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〇支出計画－使途明細	
 

	
 

	
 

	
 
	
 	
 	
 費	
 	
 目	
 	
 	
 	
 金	
 	
 	
 額	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 (単位円)	
 
	
 	
 	
 	
 内	
 訳	
 ・	
 算	
 出	
 根	
 拠	
 

	
 
	
 
	
 

 	
 	
 	
 
（１）研究補助者経費 4,500,000  	
 

  ①研究協力者謝金 0 	
 	
 
  ②研究作業者謝金 4,500,000 資料収集・調査票の配付・整理（10人×300H×1,500円） 	
 

（２）旅 行 経 費 2,600,000  	
 
  ①国 内 旅 費 2,600,000 会議・研究会参加（100km超）、地元との「場づくり」や調査

に伴う交通費・宿泊費 
	
 

  ②海 外 旅 費 0  	
 

（３）調 査 ･ 機 器 経 費 2,200,000  	
 
  ①調 査 委 託 費 1,200,000 アンケート調査委託（6ヵ所） 	
 
  ②ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 費 800,000 調査用ノートPC（4台×20万円） 	
 

  ③機 器 ･ 備 品 費 200,000 記録用ハードディスク（4台×5万円） 	
 
（４）資料･印刷経費 2,300,000  	
 

  ①図 書 購 入 費 1,500,000 自然エエルギー、廃棄物、環境保全関連図書（300冊×5千円） 	
 
  ②資 料 費 0  	
 

  ③印 刷 ・ 複 写 費 800,000 アンケート調査票印刷（30万円）、研究報告書印刷（50万円） 	
 
（５）会 議 経 費 610,000  	
 

  ①会 場 借 用 料 600,000 インタビューおよびアンケート調査時の会場借用料 	
 
  ②会 議 交 通 費 5,000 会議参加に伴う交通費（100km以下） 	
 
  ③会 議 雑 費 5,000 会議の際の茶菓子、弁当代、通信費等 	
 

（６）研 究 施 設 経 費 0  	
 
（７）通信・運搬経費 10,000 研究会参加に伴う交通費（100km以下） 	
 

（８）消 耗 品 経 費 900,000 調査関連文具（60万円）、記録メディア等文具（30万円） 	
 
（９）雑 経 費 0  	
 

  	
 	
 

	
 	
 合	
 	
 	
 計	
 13,120,000 	
 

	
 

	
 	
 (注１)費目欄は募集要項6ﾍﾟｰｼﾞ「研究助成金費目一覧表」を参照ください	
 

	
 	
 (注２)助成決定後、研究チーム全体で研究スケジュール、研究内容の詳細を検討いただき	
 

	
 	
 	
 	
 	
 分担研究グループ毎の資金配分予定、およびこれを集計した支出計画を提出いただきます。	
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〇支出スケジュール	
 

	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 費	
 	
 目	
 	
 平成２７年１０月～平成２８年９月	
 	
 平成２８年１０月～平成２９年９月	
 

	
 （単位円）	
 （単位円）	
 

 

（１）研究補助者経費 

  ①研究協力者謝金 

  ②研究作業者謝金 

（２）旅 行 経 費 

  ①国 内 旅 費 

  ②海 外 旅 費 

（３）調 査 ･ 機 器 経 費 

  ①調 査 委 託 費 

  ②ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ 費 

  ③機 器 ･ 備 品 費 

（４）資料･印刷経費 

  ①図 書 購 入 費 

  ②資 料 費 

  ③印 刷 ・ 複 写 費 

（５）会 議 経 費 

  ①会 場 借 用 料 

  ②会 議 交 通 費 

  ③会 議 雑 費 

（６）研 究 施 設 経 費 

（７）通信・運搬経費 

（８）消 耗 品 経 費 

（９）雑 経 費 

 

	
 

	
 

1,000,000	
 

0	
 

3,500,000	
 

1,000,000	
 

1,000,000	
 

0	
 

500,000	
 

0	
 

400,000	
 

100,000	
 

1,300,000	
 

1,000,000	
 

0	
 

300,000	
 

0	
 

0	
 

0	
 

0	
 

0	
 

5,000	
 

450,000	
 

0	
 

	
 

	
 

3,500,000	
 

0	
 

3,500,000	
 

1,600,000	
 

1,600,000	
 

0	
 

1,700,000	
 

1,200,000	
 

400,000	
 

100,000	
 

1,000,000	
 

500,000	
 

0	
 

500,000	
 

610,000	
 

600,000	
 

5,000	
 

5,000	
 

0	
 

5,000	
 

450,000	
 

0	
 

	
 

	
 	
 	
 合	
 	
 	
 計	
 4,255,000	
 8,865,000	
 

	
 
(注)費目欄は募集要項6ﾍﾟｰｼﾞ「研究助成金費目一覧表」を参照ください	
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 財	
 団	
 	
 	
 

	
 	
 	
 処理欄	
 	
 	
 

〇研究成果公表の予定について 

	
 下記のうち、該当するものに具体的な内容を書いてください 

項目 内容 

学	
 会	
 発	
 表（学会名等） 環境経済・政策学会、環境法・政策学会、環境情報科学会、Conference of Global 
Environmental Governance  

学会誌等へ寄稿（誌名等） 環境経済・政策学会誌、環境科学会誌、Environmental Science & Policy, Journal 
of Sustainable Development, Technological Forecasting & Social Change 

研究成果の発表を主内容とし

た研究報告書・出版･シンポジ

ウム 

 
最終年（平成 29年 9月）に早稲田大学総合研究機構主催による学術シンポ
ジウム「環境イノベーションと持続可能な都市形成」（仮）を開催予定 

その他 研究成果に基づく書籍の企画・編集・出版 

 
○申請研究の資金計画について（関連する助成・申請の項に〇印） 

 

○ ニッセイ財団からの助成だけを予定している。 

 他機関にも助成を申請している。（文部科学省科学研究費、他財団等） 

 他機関からの助成を既に受けている。または受けることになっている。 

○ 他機関からの助成を既に受けたことがある。（最近３ヵ年以内） 

	
 	
 	
 点線に該当する場合は下欄に記入ください。  

	
 	
 	
 代表研究者だけでなく共同研究者の研究も含みます。また、テーマが異なるもの 

	
 	
 	
 でも、関連するものは含みます。（採否の参考にしますので必ずご記入ください） 
 

助成金等の名称 	
 研	
 究	
 課	
 題  代表研究者名 申請・助成金額 助成期間 
（和暦年月） 申請結果 

科学研究費補助金	
 

挑戦的萌芽研究	
 

制度論アプローチによる

地球持続性学の構想	
 

	
 

松岡俊二	
 
 

230万円 
Ｈ	
 23	
 4	
   

	
 採	
 択 Ｈ 25	
 3	
 

早稲田大学	
 

特定課題	
 

多様性アプローチによる

地域環境イノベーション

に関する研究	
 

	
 

松岡俊二	
 
 

64万円 
Ｈ 26	
 4	
  

	
 採	
 択 Ｈ 27	
 3	
 

	
 	
 	
  
万円 

Ｈ 	
 	
  
 Ｈ 	
 	
 

	
 	
 	
  
万円 

Ｈ 	
 	
  
 Ｈ 	
 	
 

	
 	
 	
  
万円 

Ｈ 	
 	
  
 Ｈ 	
 	
 

（注）科研費の場合は、申請種目・分野を「助成金等の名称」欄にあわせて記入して下さい。 
 

○過去にニッセイ財団から受けた助成がある場合 

	
 	
 助成年度 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 研	
 	
 究	
 	
 課	
 	
 題 

	
 平成 3,４年度   経済学的計測手法による環境価値評価：大阪湾の社会的価値 

 


